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はじめに 

 

本市の水道事業は、南城市誕生以前から、旧佐敷町、旧知念村、旧玉城村の各

町村単独で水道事業を運営していました。合併した平成 18年 1月 1日の市制開

始同日に、南部水道企業団の給水区域となっていた大里地区を除く旧町村の水

道事業を廃止し、「南城市水道事業」として創設認可を取得しています。 

また、平成 20年度には市内水道料金の統一化や経営の一元化を図るため、南

部水道企業団より大里地区を編入しました。その努力の成果として、現在では水

道普及率はほぼ 100%（99.8％）に達成しており、ほとんどの市民が南城市水道

事業の水道水の恩恵を享受しています。 

近年、本市においては、大里地区を中心とした住宅立地の進展が活発となり流

入人口が増加傾向にあります。近い将来においても、南部東道路の開通が予定さ

れるなど、更なる人口の増加が見込まれることから、平成 26年 12月に「第 1次

拡張事業（第 1回変更）」、令和元年 7月に「第 1次拡張事業（第 2回変更）」、令

和 4年 10月に「第 1次拡張事業（第 3回変更）」を行いました。 

このように本市の人口は増加傾向を示しつつありますが、給水人口 1 人あた

りの給水量は年々減少傾向にあり、人口の増加が直接給水量の増加に結びつい

ていません。その一方で、高度経済成長期に整備した多くの施設が老朽化し、更

新時期を迎えており更新や耐震化に多大な費用が見込まれるなか、沖縄県企業

局からの受水単価の値上げにより、今後の経営状況はますます厳しいものとな

ることが想定されます。 

また、総務省では、公営企業を取り巻く環境が事業・サービスの拡充期から人

口減少社会、インフラ更新・縮小時代になったことを踏まえ、公営企業が住民の

日常生活に欠くことのできない重要なサービスを提供する役割を果たしており、

将来にわたってもサービスの提供を安定的に継続することが可能となるように、

中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定することを要請しています。

（「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成 26 年 8 月 29 日付け

総財公第 107 号、総財営第 73 号、総財準第 83 号、総務省自治財政局公営企業

課長、同公営企業経営室長、同準公営企業室長通知。））。  

これを受け、南城市水道事業においても、市民へ安全で安心な水道水を中長

期的に提供するため、令和2年度に「南城市水道事業経営戦略」を作成しまし

た。 

その後、総務省は、令和4年1月に「『経営戦略』の改定推進について」を通

知し、「経営戦略」の見直しを求めています。また、当初策定時から4年を経過

したことなども踏まえ、今回、「南城市水道事業経営戦略」の改定を行うもの

であります。 
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第１章 計画概要及び事後検証、更新等に関する事項 

 

(１)計画概要 

団 体 名：南城市 

事 業 名：水道事業 

策 定 日：令和 3年 3月（令和 7年 3月改定） 

計画期間：令和 7～16年度（改定後） 

   

(２)事後検証、更新等に関する事項 

 経営戦略を確実に実施していくため、毎年、進捗管理（モニタリング）を

行います。また、※PDCAサイクルを効果的に回して、経営戦略の事後検証及

び見直し（ローリング）を 3～5年で行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※PDCAサイクルとは･･･ 

①PLAN：目標を設定する。②DO：具体的に行動する。③CHECK：途中で成果を

見直し、確認する。④ACTION：必要に応じて修正を加える。以上を一連のサ

イクルとし継続的に事業の改善を推進する手法です。 
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第２章 事業の概要 

 

（１）事業の現況（令和 6年 3月末現在）  

①給水 

供用開始年月日 昭和 45年 1月 14日 計画給水人口 47,800人 

法適（全部・財務） 

・非適の区分  
法適（全部） 

現在給水人口 46,461人 

有収水量密度 0.905千㎥／ha 

 

 

②施設 

水源 受水 

施設数 
浄水場設置数 ０ 

管路延長 417.51千ｍ 
配水池設置数 12 

施設能力 18,100㎥／日 施設利用率 74.4 ％ 

 

 

③料金 

料金体系の概要・考え方 

 

合併以来、4地区で異なっていた上下水道料

金を、公共料金等の公平・公正負担の原則に基

づき統一。 

水道事業の独立採算性の原則に基づき、経営

内容の見直しを行い、支出の抑制等による経営

努力を図り、市民に対し、過大な負担増になら

ない料金を設定。 

料金改定年月日 

（消費税のみの改定は含まない） 
平成 20年 4月 1日 
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④組 織（令和 6年 4月 1現在） 

本市水道事業の組織機構は、1 課 2 係で、職員数は 9 名で構成しています。 

そのなかで、水道技術管理者11名を配置しています。 

 

 

《組織図》 

        

    南 城 市 長   

       

  
    上下水道部長 

       

 

 

  水 道 課 長  

         

            

 
業務係長 

（水道技術管理者） 
  施設係長       

          

 業務係   施設係  

          

 業務係   施設係  

          

 業務係   施設係  

        

 

  

 
1 水道法第 19 条において、水道事業者は水道の管理について技術上の業務を担当させるため、水道技術管理者一人を

置かなければならないとされている。 

 水道法施行令第 6 条及び水道法施行規則第 14 条において、水道技術管理者の資格が定められている。 
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（２） これまでの主な効率化・経営健全化の取組 

事項 取組 概要 

組織人材 

 

人材の育成・確保 

 

各種研修会や勉強会を通しての人材育成、また 

水道技術管理者の資格を取得させるため、職員

を研修に派遣し、人材を確保した。 

 

施設管理 遠方監視システム

の統合（１） 

知念地区の遠方監視システムを佐敷・大里地区

に統合し、回線使用料の低減と管理の効率化を

図った。 

 

遠方監視システム

の統合（２） 

玉城地区の遠方監視システムを佐敷・大里・知

念地区に統合し、回線使用料の低減と管理の効

率化を図った。 

 

民間活用 施設の維持管理保

守 

管路の総合管理（漏水調査、管路台帳）業務委

託をし、漏水の早期発見や効率的な施設管理を

行っている。 

 

一部包括委託への

移行 

水道事業補助業務として主に窓口業務と開閉栓

業務を委託し、市民サービスの向上と効率的な

業務の運営を試みている。 

 

広域化 水道事業広域化に

向けての検討 

 

ユニバーサルサービスの向上や運営基盤の強化

等を図るため、将来広域化に向けての検討会や

勉強会に参加している。また基礎情報の提供な

どを行い、県主導によるシミュレーションを実

施する。 

 

その他 定期預金への預け

入れ 

普通預金にある現金の一部を定期預金への預け

入れを実施したことでの受取利息の増加。  

 

口座再振替の実施 これまで月 1回の口座振替を月末にも再振替を

実施し、督促に関する費用の低減を図った。 

 

ペイジー口座振替

受付サービスの導

入 

水道課窓口での口座振替の推進と受付サービス

を実施し、口振率を向上させることで、コスト

低減と事務負担の抑制につなげる 
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 WEB口座振替受付

サービスの導入 

パソコンやスマートフォンでの受付サービスを

実施し、業務効率化とコスト低減につなげてい

る。 

LINE機能による水

道開閉栓受付サー

ビス 

窓口件数や問合せ件数を減らすことで、業務効

率化を図っている。 

データ伝送による

預金口座振替依頼 

伝票・媒体の作成や金融店舗への往復を不要と

し、業務効率化を図っている。 
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（３）経営比較分析表を活用した現状分析 令和５年版 

 

ア 経営の健全性・効率性 

① 経常収支比率(％)   ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】 経常収益／経常費用× 100 

 

【指標の意味】 

 法適用企業に用いる経常収支比率は、当該年度において、給水収益や一般会

計からの繰入金等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えて

いるかを表す指標である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標は、単年度の収支が黒字であることを示す 100％以上となっている

ことが必要である。 数値が 100％未満の場合、単年度の収支が赤字であるこ

とを示しているため、経営改善に向けた取組が必要である。 

 

【分析結果】  

 経常収支比率は 100％を超え黒字である。令和 5年度は類似団体平均値を上

回っているため健全な状態といえるが、令和 3年度以降から下降傾向にあるこ

と、今後の沖縄県企業局からの受水費の値上げ等、懸念材料が複数あるなか更

新投資等に係る費用を確保していくために、さらなる費用削減並びに収益の確

保に取り組む必要がある。 
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② 累積欠損金比率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

【算出式】当年度未処理欠損金／(営業収益− 受託工事収益)× 100 

 

【指標の意味】 

 営業収益に対する累積欠損金（営業活動により生じた損失で、前年度からの

繰越利益剰余金等でも補塡することができず、複数年度にわたって累積した損

失のこと）の状況を表す指標である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標は、累積欠損金が発生していないことを示す 0％であることが求め

られる。累積欠損金を有している場合は、経営の健全性に課題があるといえ

る。経年の状況も踏まえながら 0％となるよう経営改善を図っていく必要があ

る。 

 

【分析結果】 

 累積欠損金は発生していない。 
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③流動比率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】 流動資産／流動負債× 100 

 

【指標の意味】 

 短期的な債務に対する支払能力を表す指標である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標は、1 年以内に支払うべき債務に対して支払うことができる現金等

がある状況を示す 100％以上であることが必要である。一般的に 100％を下回

るということは、１年以内に現金化できる資産で、1年以内に支払わなければ

ならない負債を賄えておらず、支払能力を高めるための経営改善を図っていく

必要がある。 

 

【分析結果】 

 流動比率は 200％を上回っているため健全な状態といえるが、類似団体平均

を下回っているため注視する必要がある。 
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④企業債残高対給水収益比率(％) ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】企業債現在高合計／給水収益× 100  

 

【指標の意味】 

 給水収益に対する企業債残高の割合であり、企業債残高の規模を表す指標で

ある。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比

較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適

切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められる。 

 

【分析結果】 

 企業債残高対給水収益比率は、企業債残高が少ないため類似団体平均値より

も低い状態にあると考えられる。 
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⑤料金回収率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】 供給単価／給水原価× 100 

 

【指標の意味】 

 給水に係る費用が、どの程度給水収益で賄えているかを表した指標であり、

料金水準等を評価することが可能である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標は、供給単価と給水原価との関係を見るものであり、料金回収率が

100％を下回っている場合、給水に係る費用が給水収益以外の収入で賄われて

いることを意味する。数値が低く、繰出基準に定める事由以外の繰出金によっ

て収入不足を補塡しているような事業体にあっては、適切な料金収入の確保が

求められる。 

 

【分析結果】 

 給水原価か減少傾向であるため、回収率の上昇傾向につながっている。平均

値を上回っているため良好と判断できるが、今後も維持するために回収率の向

上に努めていきたい。 
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⑥給水原価(円)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】経常費用− (受託工事費+ 材料及び不用品売却原価+ 附帯事業費) 

−長期前受金戻入／年間総有収水量  

 

【指標の意味】 

 有収水量 1㎥当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表す指標

である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比

較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適

切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められる。 

 

【分析結果】 

 給水原価は全国及び類似団体平均値よりも高い傾向にある。今後、計画的に

施設更新を行いながら、維持管理費の削減に努めていく必要がある。 
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⑦施設利用率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】一日平均配水量／一日配水能力× 100 

 

【指標の意味】 

 一日配水能力に対する一日平均配水量の割合であり、施設の利用状況や適正

規模を判断する指標である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、一般的には高

い数値であることが望まれる。経年比較や類似団体との比較等により自団体の

置かれている状況を把握し、数値が低い場合には、施設が遊休状態ではないか

といった分析が必要である。 

 

【分析結果】 

類似団体と比較すると施設利用率は高く、適正規模であると判断できる。た

だし、今後、給水人口の増加に伴う水需要に留意する必要がある。 
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⑧有収率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【算出式】 年間総有収水量／年間総配水量× 100 

 

【指標の意味】 

 施設の稼動が収益につながっているかを判断する指標である。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標は、100％に近ければ近いほど施設の稼働状況が収益に反映されて

いると言える。数値が低い場合は、水道施設や給水装置を通して給水される水

量が収益に結びついていないため、漏水やメーター不感等といった原因を特定

し、その対策を講じる必要がある。 

 

【分析結果】 

 漏水調査等を随時行っているため類似団体平均値よりも高く、ほぼ横ばいで

推移しており良好な数値と言える。ただし、今後も高い有収率を確保するため

に計画定期な保守点検及び更新を進めていく。 
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イ 老朽化の状況 

①有形固定資産減価償却率(％) ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

【算出式】 

 有形固定資産減価償却累計額／有形固定資産のうち償却対象資産の帳簿原価

× 100 

 

【指標の意味】 

 有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す

指標で、資産の老朽化度合を示している。 

 

【分析の考え方】 

 明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比較や類似団体との比較

等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適切な数値となっている

か、対外的に説明できることが求められる。一般的に、数値が高いほど、法定

耐用年数に近い資産が多いことを示しており、将来の施設の更新等の必要性を

推測することができる。 

 

【分析結果】 

 有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値よりも高く、耐用年数に近い資

産の割合が多いことが示されている。また、毎年度上昇傾向にあることから今

後の更新費用の財源確保が必要となる。 
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②管路経年化率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

 

【算出式】 法定耐用年数を経過した管路延長／管路延長× 100 

 

【指標の意味】 

 法定耐用年数を超えた管路延長の割合を表す指標で、管路の老朽化度合を示

している。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標については、明確な数値基準はないと考えられる。従って、経年比

較や類似団体との比較等により自団体の置かれている状況を把握・分析し、適

切な数値となっているか、耐震性や、今後の更新投資の見通しを含め、対外的

に説明できることが求められる。一般的に、数値が高い場合は、法定耐用年数

を経過した管路を多く保有しており、管路の更新等の必要性を推測することが

できる。 

 

【分析結果】 

 類似団体平均値よりも低い数値になっているが、今後法定耐用年数に達する

管路が増えていくことから、老朽化の状況にあわせて計画的に更新を行ってい

く必要がある。 
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③管路更新率(％)  ■当該団体値（当該値）－類似団体平均値（平均値） 

 

【算出式】 当該年度に更新した管路延長／管路延長× 100 

 

【指標の意味】 

 当該年度に更新した管路延長の割合を表す指標で、管路の更新ペースや状況

を把握できる。 

 

【分析の考え方】 

 当該指標については、明確な数値基準はないと考えられるが、数値が 2.5％

の場合、全ての管路を更新するのに 40 年かかる更新ペースであることが把握

できる。数値が低い場合、耐震性や、今後の更新投資の見通しを含め、対外的

に説明できることが求められる。 

 

【分析結果】 

 令和 5年度の管路更新率は向上したものの、それ以外の年度は類以団体平均

値よりも低い状況にある。耐用年数に達した管路や施設の更新を計画的かつ効

率的に行えるよう、投資及び財政計画を策定し順次進めていく予定である。 

≪全体総括≫ 

 市人口は増加傾向にあり、施設利用率や経常収支比率は同程度の水準で推移

していくと見込まれるため、経営の健全性・効率性は保たれると予測する。 

平成 27年度から南城市水道事業基盤整備計画に基づき基幹管路を中心とし

て水道施設整備を行っているが、今後 10 年で耐用年数を経過する管路も増大

するため、長期的な計画に基づき管路更新を行っていく必要がある。 
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（４）営業収支・営業外収支及び経常利益の推移  

本市水道事業は、平成 18年 1月 1日から創設されていますが、大里地区は

他事業体からの供給でした。平成 20年度に他事業体から大里地区が編入さ

れ、現在の体系になっています。下記では過去の令和元年度から令和 10年度

までの営業収支・営業外収支及び経常利益2の推移を掲載します。 

なお、令和 7年度から経常利益が赤字になっているのは、沖縄県企業局から

の受水単価の値上げ及び物価上昇により営業費用が増加したことが主な要因で

す。 

 

 

 

 

  

 
2 営業収支に営業外収支を加算したもの 

←実績 予測→
※A ※B

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０

営業収益
（百万円）

922 909 936 940 959 965 998 984 989 994

営業費用
（百万円）

927 935 934 953 952 991 1,154 1,192 1,202 1,207

営業外収益
（百万円）

134 168 130 124 113 108 105 106 107 107

営業外費用
（百万円）

33 31 28 25 23 23 28 27 26 27

経常利益
（百万円）

96 112 104 86 98 58 △ 79 △ 129 △ 132 △ 131
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（５）給水収益の推移 

第３章（２）水需要（有収水量）の推移グラフで見ると、水需要は令和元年

度以降、上昇傾向にありますが、令和元年度から令和 5年度にかけて給水収益

が大きく変動しています。その要因として令和 2年度以降に新型コロナウイル

ス感染症の自粛生活の影響を受け、一般用の水需要が増加し、業務用の水需要

が減少したことが挙げられます。 

なお、令和 5年に新型コロナ感染症法上の位置付けが 2類から 5類へ移行し

たことにより、料金収入は、今後、徐々に回復する見込です。 

  

 
 

 

 

  

←実績 予測→
※A ※B

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028
R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０

給水収益（百万円） 890 873 906 904 924 923 947 940 945 951

供給単価（円/ｍ3） 201.78 204.06 204.08 204.84 203.46 198.00 201.78 198.88 198.74 198.61

実績
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第３章 将来の事業環境  

 

（１） 給水人口の予測 

『人口ビジョン』の増加率での想定によると、南城市の人口は、令和 10 年

度に 48,427 人まで増加する見込みです。本市の給水人口は行政人口にほぼ

100%近いため、同水準で推移すると見込まれます。また、令和 27 年度がピー

クで、その後は、減少傾向で推移する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

  

←実績 予測→

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

給水人
口（人）

44,259 44,999 45,487 45,966 46,461 46,847 47,237 47,634 48,030 48,427 48,823 49,222 49,294 49,366 49,438

2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048

R１６ R１７ R１８ R１９ R２０ R２１ R２２ R２３ R２４ R２５ R２６ R２７ R２８ R２９ R３０

給水人
口（人）

49,510 49,584 49,733 49,882 50,030 50,179 50,328 50,376 50,424 50,472 50,520 50,567 50,513 50,459 50,459



 

 

-20- 

（２） 水需要（有収水量）の予測 

本市の給水人口は、増加傾向にあり、近年の人口 1人当たりの有収水量は、微

減傾向にあります。 

なお、水需要予測は、次の条件で算出しています。 

 

① 年間有収水量3・・・ 料金収入の対象となる水量で以下②と③の合計水量 

② 一般用・・・・・・ 年間有収水量から業務・臨時用を差し引いた水量 

③ 業務・臨時用・・・・令和 5年度実績水量 

 

 
 

 

  

 
3 料金収入の対象となった水量 

←実績 予測→
2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

水需要（千ｍ3) 4,413 4,527 4,540 4,524 4,611 4,663 4,693 4,724 4,755 4,786 4,817 4,847 4,853 4,859 4,864

給水人口（人） 44,259 44,999 45,487 45,966 46,461 46,847 47,237 47,634 48,030 48,427 48,823 49,222 49,294 49,366 49,438
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←実績 予測→

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

一般用（千㎥） 3,340 3,545 3,575 3,544 3,583 3,635 3,666 3,696 3,727 3,758 3,789 3,820 3,825 3,831 3,836

業務用（千㎥） 1,062 968 951 966 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009 1,009

臨時用（千㎥） 11 14 13 15 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19 19

一人当たり
給水量（㎥）

75.0 79.0 79.0 77.0 77.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0 78.0
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（３） 収益の見通し 

・収益は、次の条件で算出しています。 

① 給水収益は、過去 3 年間の給水単価平均値を算出し、その単価を今後の見

込有収水量で乗じた額 

② その他営業収益は、令和 7年度予算値及び過去 3年平均値 

③ 営業外収益のうち、長期前受金戻入4は既存保有資産に係る予測額及び新規

取得資産分を加味し算出した額。なお、収益的収入のうち他会計補助金は

ない。 

 

 

  

 
4 補助金等で取得した償却資産に係る減価償却費相当分（補助金分） 

←実績 予測→

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

営業収益（百万円） 922 909 936 940 959 965 998 984 989 995 1,000 1,006 1,007 1,008 1,009

営業外収益（百万円） 134 168 130 124 113 108 105 106 107 107 110 111 112 112 111
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（４）施設の見通し 

水道事業は施設型の事業で、適切な投資が行われているか否かが経営を左右

することになります。投資が適切であるか否かは、施設の効率性を分析すること

により判断することができます。施設利用率は、１日平均配水能力に対する１日

平均配水量の割合を示すもので、施設の平均利用状況を示す指標です。 

施設利用率が令和 4 年度以降に減少しているのは、配水能力（㎥/日）が 15,430

㎥/日から 18,100 ㎥/日へ変更となったことが主な要因です。 

 

 

         

  

 

 

 

 

 

  

←実績 予測→
2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

施設利用率 83.6% 85.8% 86.6% 73.8% 74.4% 75.8% 76.3% 76.8% 77.1% 77.8% 78.3% 78.8% 78.7% 79.0% 79.0%

1 日平均配水量 

施設利用率（％）＝ ―――――――― ×100 

1 日配水能力 
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（５） 組織の見通し 

本市水道事業の水道課長以下の職員は、業務係・施設係合わせて 9 名で運営

しています。 

公営企業職員として、事業の効率的な経営と公共性及び企業性の発揮に努め

るため、水道技術管理者資格を 2～4年毎に職員が取得できるように計画し、水

道技術の維持継承を図ります。 

今後は、各種業務の手続きや事務分掌の見直しを行った上で、適切な係及び職

員数を配置し、目標管理など民間の経営管理手法を導入して、経営能力の向上に

努めていきます。 
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（６）企業債の見通し 

本市水道事業の企業債残高は、令和 5 年度末で 1,514 百万円あり、借入済5企

業債と借入予定企業債を合計した年間の元金償還金は、令和 7 年度にピークを

迎える予定です。 

なお、借入予定企業債としては、令和 7年度から令和 16年度までの施設整備

費 3,328 百万円のうち 965 百万円を予定し、借入予定の企業債は次の条件（年

利 2.5%、元利金等、借入期間 40年、据置期間無）で想定しています。 

また、借入予定企業債と同様に想定すると、支払利息は、金利の上昇により増

加する見通しです。 

 

 

 

 

  

 
5 令和 2 年度までに発行した企業債 

←実績 予測→ （百万円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

145 150 150 157 160 161 164 158 141 120 96 65 55 44 43

145 150 150 157 160 161 164 157 139 115 90 57 46 33 31

0 0 0 0 0 0 0 2 3 4 6 8 10 11 13

合計

借入済分

借入予定分
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←実績 予測→ （百万円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

33 30 27 25 23 22 26 26 25 25 26 27 28 30 30

33 30 27 25 23 22 26 23 20 18 16 14 13 13 12

0 0 0 0 0 0 0 3 5 7 10 13 15 17 18

合計

借入済分

借入予定分

←実績 予測→ （百万円）

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033

R１ R２ R３ R４ R５ R６ R７ R８ R９ R１０ R１１ R１２ R１３ R１４ R１５

1,713 1,655 1,602 1,474 1,515 1,685 1,622 1,545 1,515 1,511 1,526 1,548 1,579 1,622 1,665

1,713 1,655 1,602 1,474 1,515 1,685 1,521 1,364 1,225 1,110 1,020 963 917 884 853

0 0 0 0 0 0 101 181 290 401 506 585 662 738 812

合計

借入済分

借入予定分
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第４章 経営の基本方針  

 

  昨今、少子高齢化や人口減少時代の到来、節水型社会への転換期を迎えており

水需要が減少するなか、老朽化施設の更新需要は年々増加することが見込まれ

ています。また、頻発する地震や自然災害など、水道事業を取り巻く経営環境は

厳しさを増しています。 

さらに、沖縄県企業局からの受水費の値上げや物価の高騰などにより、令和 7

年度以降、料金収入で費用を賄うことができなくなると見込まれるため、料金改

定の検討及び実施が必要となります。 

 

上記を踏まえ、料金改定案①～③を次の要件で算定しました。 

 

 改定案①：沖縄県企業局の値上単価   ＠36.81円/㎥（税込） 

 改定案②：沖縄県企業局の値上率（1段階目 22.5％）を一般用の平均単価に 

      乗じて算出した額      ＠44.00円/㎥（税込） 

 改定案③：沖縄県企業局の値上率（2段階目 32.73％）を一般用の平均単価に 

      乗じて算出した額      ＠64.00円/㎥（税込） 

 
 

  

【現行案：料金改定なし】 （単位：百万円）
項　　目 評価 R６ R８ R１０ R１２ R１４ R１６ R２１ R２６

給水収益（税抜） 923 940 951 961 963 965 975 979
当年度純損益（税抜） × 63 △ 124 △ 130 △ 142 △ 153 △ 169 △ 186 △ 210
現預金残 × 614 220 △ 312 △ 742 △ 1,090 △ 1,446 △ 2,405 △ 3,494
内部留保資金残高 × 581 180 △ 345 △ 774 △ 1,122 △ 1,478 △ 2,436 △ 3,525

改定案①【税込＠36.81円/㎥値上】 （単位：百万円）

項　　目 評価 R６ R８ R１０ R１２ R１４ R１６ R２１ R２６
給水収益（税抜） 923 1,098 1,111 1,124 1,126 1,128 1,139 1,145
当年度純損益（税抜） × 63 34 30 20 10 △ 6 △ 21 △ 44
現預金残 × 614 396 183 76 53 23 △ 117 △ 379
内部留保資金残高 × 581 377 172 66 43 13 △ 126 △ 388

改定案②【税込＠44円/㎥値上】 （単位：百万円）

項　　目 評価 R６ R８ R１０ R１２ R１４ R１６ R２１ R２６
給水収益（税抜） 923 1,128 1,142 1,155 1,158 1,160 1,172 1,177
当年度純損益（税抜） △ 63 64 61 52 42 26 11 △ 12
現預金残 × 614 431 280 236 277 310 330 230
内部留保資金残高 × 581 416 272 230 270 304 325 225

改定案③【税込＠64円/㎥値上】 （単位：百万円）

項　　目 評価 R６ R８ R１０ R１２ R１４ R１６ R２１ R２６
給水収益（税抜） 923 1,214 1,229 1,244 1,246 1,249 1,261 1,267
当年度純損益（税抜） 〇 63 150 148 140 130 114 100 78
現預金残 〇 614 526 549 681 898 1,108 1,574 1,922
内部留保資金残高 〇 581 523 553 686 903 1,114 1,581 1,930
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①給水収益・当期純損益の推移 

 

 

 

②現預金・内部留保資金残高の推移 
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③評価 

 評価 内容 

改定案① × 純損益、現預金、内部留保資金共に減少し、改定 4 年目の令和

10年度中には、令和 6年度と比較し 70％以上目減りし、事業運

営が困難となる。 

改定案② △ 純損益については、ほぼ横ばいであるが、現預金、内部留保資

金共に減少し、改定 4年目の令和 10年度中に、令和 6年度と比

較し 50％以上目減りし事業運営が困難となる。 

改定案③ 〇 利益並びに内部留保資金も増加しており良好な経営状況であ

る。しかし、全国でも水道管の老朽化が問題となるなか本市で

も更新時期を迎える水道施設を保有している。また、大規模災

害等に備え財源の確保が必要であり、本事業では 1 年間の給水

収益と同額の内部留保資金の確保を目標をしている。 

 

 

上記算定結果を踏まえ、令和 8 年 1 月から料金改定案③により料金改定をし

た結果を本経営戦略の数値とすることとしました。ただし料金改定については、

料金改定審議会により金額及び改定時期について審議するものとします。 
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第５章 投資・財政計画（収支計画） 

（１）投資・財政計画（収支計画） ：別紙１-１、別紙１-２のとおり 

 

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

① 収支計画のうち投資についての説明 

目 標 老朽管の更新及び災害に強い施設の形成 

 

 平成 26年度に策定した南城市水道事業事前評価書に基づき、平成 27年度から

施設整備を開始し、法定耐用年数を超えた老朽管の更新や災害に強い施設の形

成を図っています。 

施設整備後は、これまで耐震性が低かった糸数配水池が耐震性を有すること

や、管路の耐震化によって、地震による二次災害を低減することができ、中長期

的に安全で安心な水の供給に資することとなります。 

施設整備の財源について、補助金、企業債の発行及び自己財源を予定していま

すが、令和 6 年度以降については、既に発行された企業債償還金が減少するこ

とから、経営状況を勘案しながら企業債発行の抑制に努めていきます。 

なお、年度毎の整備計画に係る更新費用は次のとおり見込んでいます。 

 

 

② 収支計画のうち財源についての説明 

目 標 将来に渡り安全安心な水道水の供給のため財源の確保 

 

１人あたりの給水量が減少している状況にあることから、大幅な収入の増加

は見込めません。また、受水費の値上げや物価高騰などにより、費用の抑制が厳

しい状況にあることから、料金の適正化を図り、料金収入の向上に努めます。 

 

③ 収支計画のうち投資以外の経費についての説明     

委託料及び動力費、燃料費、職員給与費については、令和 7年度当初予算を基準

に年々物価上昇率 3.0%/年を加算した額を計上、その他経費については令和 7 年度

当初予算額もしくは過去 3か年平均値を計上しています。 

（単位：千円）
総事業費 補助金 企業債 自己財源

R7 377,185 111,388 111,388 154,409
R8 288,841 81,165 81,165 126,511
R9 376,952 112,004 112,004 152,944
R10 386,076 115,197 115,197 155,682
R11 375,103 111,357 111,357 152,389
R12 304,941 86,800 86,800 131,341
～ 304,941 86,800 86,800 131,341

R36 304,941 86,800 86,800 131,341
　※R12～36年度は、毎年度同額を見込む。
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（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

 

① 投資について検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活用 

（PFI・DBOの導入等） 

窓口業務等を民間事業者への委託を検討

することで、コストの削減につながる可能

性がある。 

今後は、水道使用者へのサービス水準の

維持向上を念頭に、委託する業務範囲の見

直しを行っていく。 

 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

 老朽管の更新時には、水需要予測を基に

適切な管径の見直しを行い更新していく。 

 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

 給水をブロック間で相互融通できる管路

及び断水の発生を低減できる管路網を計画

していく。 

 また、基幹管路の更新にあたっては、耐

震に適した管路を採用し、災害に強い管路

網を築いていく。 

 

施設・設備の長寿命化等の 

投資の平準化 

 ポンプ場や計装設備の定期点検を継続す

るなかで、早めの部品交換等を実施し、施

設の長寿命化を図っていく。 

 

広域化 他事業体との情報交換を積極的に行いな

がら、将来広域化に向けての検討会や勉強

会に参加していく。また、県取り纏めによ

る広域化に向けてのシミュレーションを実

施する予定である。 
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② 財源について検討状況等 

料金 令和 8年 1月に料金改定を予定している。その後、

3年から 5年ごとに適宜検討を行う。 

 

企業債 企業債発行については、状況を踏まえながらなるべ

く抑制を検討していく。 

 

繰入金 予定無し 

 

資産の有効活用等6によ

る収入増加の取組 

施設の統廃合に伴う、各施設の土地売却や不要資産

の売却を検討していく。 

 

その他の取組 

 

活用可能な補助事業の検討や資産の有効活用など、

料金収入以外の収入を確保するため、各種検討を行

っていく。 

 

 

 

③ 投資以外の経費についての検討状況等 

委託料 ・委託料が増加しても、費用対効果が認められれば、積極的

に実施していく。 

 

修繕費 ・修繕費の平準化を図るため、施設の更新計画を検討してい

く。 

 

動力費 糸数配水池が更新されることで、施設統合が行われるため、

動力費の削減を見込むことができる。 

 

職員給与費 業務のアウトソーシング化を図り、人員の削減につなげてい

く。 

 

その他の取組 これまでも広報誌やホームページ、需要者への「お知らせ」

の配布などを活用して、水道使用者へ適宜情報を提供してき

た。今後も、提供する情報とその内容を充実させることを前

提に取り組んでいく。 

 

 
6 遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など 
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